
２．前提条件と主な参考指標

（１）マクロ経済指標
 メタル（銅およびアルミ）電線と同じ〔２頁 ２．（１） 
参照〕。 

（２） NTT2017年３月期第３四半期決算（NTT持株、 
NTT東日本、NTT西日本、NTTコミュニケーシ 

ョンズ）

（３）NTT平成２９年度事業計画の許可申請
（４）NTT平成２８年度事業計画の許可申請
（５） 総務省「ケーブルテレビの現状」平成２９年２月
（６） 総務省「ブロードバンドサービス等の契約数推移」

2017年度国内光ケーブル需要見通し

調査統計専門委員会

調査統計専門委員会では、２０１７年度の国内光ケ－ブル需要見通しを取りまとめた。

１．概要

公衆通信部門は、NTTおよびその他通信事業者に 

おいては国内光ネットワークの設備投資の縮小や効 

率化が進められ、２０１６年度に引き続き大幅な減少と 
なる見込みである。また、公共関連部門については、 

鉄道向けの設備更新需要は堅調となる見込みである 

が、官公庁向け需要は期待できないとして２０１６年度 
並みと見込んでいる。一方、一般民需部門は、４K、 
８Kなどの高度サービス対応を目的としたCATV事業 
者の幹線光化投資が活発に進められており需要を押 

し上げ２０１６年度を上回ると見込んでいる。

３．需要見通し結果

部門 コメント

公衆通信

2016年度は、FTTH加入者の増加および通信事業者の投資は期待できず、
2015年度比減となると見込まれる。
2017年度も、FTTH加入者の増加および通信事業者の投資は見込めず、NTT
グループの設備投資の効率化・コスト削減の傾向は維持されると見て、2016
年度見込み比減と予測した。

公共関連
2017年度は、鉄道向けの設備更新需要は堅調となる見込みであるが、官公 
庁向け需要は期待できないとして 2016年度見込み並みと予測した。

一般民需

2017年度は、４K、８Kなどの高度サ－ビス対応を目的とした CATV事業者 
の幹線光化投資が活発に進められており需要を押し上げ、2016年度見込み 
を上回ると予測した。

国内需要合計

2016年度は、一般民需部門の持ち上げにより 2015年度比横ばいと見込まれ 
る。

2017年度は、公衆通信部門の不振が続き、厳しい状況は今後も継続すると 
予測した。






